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１．旅館業法
●旅館業法と民泊許可

旅館業法は戦後間もない昭和23年（1948年）7月12日公布され、
同7月15日施行。

公衆衛生や国民生活の向上を目的とし、宿泊サービス業の種類、
定義、営業形態について規定されています。所轄官庁は、厚生労
働省（旧厚生省）。法律を基に都道府県などの各自治体には、旅
館業法施行条例が制定されています。

旅館業法上の宿泊施設の営業形態は、４つ規定されていて。ホテ
ル、旅館、簡易宿所、民宿に分類されます。



今後の選択肢は３つに絞られた…

１.規制緩和された新法（住宅宿泊事業法）の枠組みの中での民泊
年間180日の日数制限は付くが、設備要件は住宅とほぼ同様（住宅の転用可能）
→主に副業や空き家・空き部屋対策 ※ただし、2018.6～

２.旅館業法の許可を取得して民泊をやる
日数制限なし。ただし、設備要件や用途地域の制限があるため、立地場所と設

備投資がそれなりに必要→本格的な営業向き

３.特区民泊
大田区や大阪などの国家戦略特区における民泊。設備要件は厳しくないが立地

は旅館業法同様、６泊７日以上という最低宿泊日数制限が２泊３日に緩和されれ
ば、デメリットはほぼなくなる。→合法民泊の最右翼です。



宿泊サービスとは？

旅館業法は = 有料で人を宿泊させる営業についての規制

宿泊させる = 寝具を提供して施設に泊める

営業 = 業として=反復継続的に金銭を受け取って宿泊させる。

賃貸と宿泊の日数的な境界 = 生活の本拠(１月未満)の基準

社会性(不特定多数)



旅館業法の３つの営業形態

ホテル 主に洋式（９㎡以上）の構造設備を主とする施設を設け
てする営業 部屋数10室以上→施行令改正により部屋数要件撤廃

旅 館 主に和式（７㎡以上）の構造設備を主とする施設を設け
てする営業 部屋数５室以上→施行令改正により部屋数要件撤廃

簡易宿所 宿泊する場所を多数人で共用する構造設備を設けて
する営業 最低33㎡以上。ただし、10名未満の小規模な場合は１人当
たり3.3㎡×定員以上（2016.4.1～）

下 宿 １月以上の期間を単位として宿泊させる営業
ふじの行政書士事務所



営業形態別の判断
ホテル営業 旅館営業 簡易宿所営業 下宿営業

定義 主に洋式の構造設備
を主とする施設を設
けてする営業

主に和式の構造設備
を主とする施設を設
けてする営業

宿泊する場所を多数
人で共用する構造設
備を設けてする営業

１月以上の期間を単
位として宿泊させる
営業

例示
（規模により異な
る場合がありま
す）

シティホテル、ビ
ジネスホテル、
モーテル、ウィー
クリーマンション
など

温泉旅館、割烹旅
館など

民宿、ペンション、
ユースホステル、
カプセルホテル、
コンドミニアム、
貸別荘など

規模と定員
（現行）

10室以上
（洋室9㎡、和室7
㎡）
１人当たり３㎡以
上

5室以上
（洋室9㎡、和室7
㎡）
１人当たり３㎡以
上

延床面積33㎡ 一
人あたり3.3㎡×人

数
１人当たり３㎡以
上(２段ベッド使用
は1.5㎡)

ふじの行政書士事務所



旅館業(宿泊サービス)と不動産賃貸(借家)との境界

・１か月
・衛生関係の
管理主体

・寝具の提供が
ポイント



合法な民泊営業

現在の合法な民泊営業と言えば、

ほとんどが、簡易宿所営業だと思われます。

今後は、簡易宿所以外に

○改正旅館業法→旅館・ホテル営業

○住宅宿泊事業法

○特区民泊（国家戦略特区）
と、選択肢が増えていきます。

※ただし、一定の規制があり、無許可で民泊を行うことは厳しくなるでしょう。



旅館業法の規制緩和
誠意後事実上初となる旅館業法改正に伴い（2017年12月改正、2018年６月施行）、

① 最低客室数の廃止
最低客室数（ホテル営業：10室、旅館営業：５室）の基準を廃止する。

→つまり、１室のホテルも可能になります。

② 洋室の構造設備の要件の廃止

洋室の構造設備の要件（寝具は洋式であること、出入口・窓に鍵をかけることができること、客室
と他の客室等との境が壁造りであること）を廃止する。

③ １客室の最低床面積の緩和

１客室の最低床面積（ホテル営業：洋式客室９㎡以上、旅館営業：和式客室７㎡以上）を、７㎡以
上（寝台を置く客室にあっては９㎡以上）とする。

→基本的に和室・溶質の面積要件は変わりません。



④ 玄関帳場等の基準の緩和
厚生労働省令で定める基準を満たす設備（ビデオカメラによる顔認証による本人確認
機能等のＩＣＴ設備を想定）を、玄関帳場等に代替する機能を有する設備として認め
ることとする。

→フロントをカメラなどで代替可

※ただし、自治体レベルでの運用も緩和されるかは不明です。

因みに、簡易宿所については、もともと明確な国の基準はなく、小規模な簡易宿所に
ついては、玄関帳場不要ということになっていますが、自治体レベルでは、依然とし
て明確な基準を設定しているケースが多く（帳場の面積、記帳台の規格なども規定し
ている場合もあります（2018年２月末現在））、特に、東京都内はフロント要件、従
業員の常駐等が厳格な自治体が多く、今後の動向が注目されます。



⑤ 暖房の設備基準の廃止

ホテル営業の施設における暖房の設置要件を廃止

⑥ 便所の設備基準の緩和

適当な数の便所を有すればよいこととする。

→便所の個数要件がなくなります。

※ただし、自治体レベルでの規定も緩和されるかは不明です。

→住宅宿泊事業法の施行と改正旅館業法の施行は同時

合法民泊化が飛躍的に進みます



２.住宅宿泊事業届出資料



申請書類（想定）
住 宅 宿 泊 事 業 届 出 書の記載事項

＜第１面＞

商号、名称又は氏名、住所及び連絡先 ：
法人番号 ※法人番号は、届出者が法人で
ある場合にのみ記入する 。届出者の商号
または名称 、郵便番号・住所・電話番号ま
たはメールアドレス

代表者又は個人に関する事項 ：氏名 ※法
人である場合で代表者が複数存在するとき
には、届出者である代表者について記入し、
その他の者については、第３面の役員に関
する事項の欄に記入する

生年月日・性別



申請書類（想定）
住 宅 宿 泊 事 業 届 出 書の記載事項

＜第２面、第３面＞
法定代理人に関する事項 ：商号、名称又
は氏名、郵便番号・住所、生年月日・性別

以下、

法定代理人の代表者に関する事項 、法定
代理人の役員に関する事項 、役員に関す
る事項と続きます。



申請書類（想定）
住 宅 宿 泊 事 業 届 出 書の記載事項

＜第４面＞

住宅宿泊管理業に関する事項 ※届出者が住宅宿泊

管理業者である場合にのみ記入。登録年月日 、登録

番号

住宅に関する事項

所在地・郵便番号、不動産番号

住宅の規模※居室の広さ／各階の宿泊室の広さな

どを記入

営業所又は事務所に関する事項 ※営業所又は事務

所を設ける場合に記入する

営業所又は事務所の名称 、郵便番号・所在地、電話

番号

＜第５面＞

住宅宿泊管理業務の委託に関する事項 ※住宅宿泊

管理業務を委託する場合に記入する

商号、名称又は氏名 、登録年月日、登録番号、管理

受託契約の内容



申請書類（想定）
住 宅 宿 泊 事 業 届 出 書の記載事項

＜第５面＞

住宅宿泊管理業務の委託に関する事項 ※住宅宿泊

管理業務を委託する場合に記入する

商号、名称又は氏名 、登録年月日、登録番号、管理

受託契約の内容

その他の事項 ※該当するものにレ点



添付書類（想定）
届出書に添付する書類は、最終的には、申請先の自治体の指定したものと
なると解されますが、以下が想定されています。

❶届出住宅に関する添付書類

◦届出住宅の図面・・・・台所、浴室、便所及び洗面設備の位置、住
宅の間取り及び出入口がわかるもの。各階の平面図、居室、宿
泊室、宿泊者の使用する部分の床面積がわかるもの

◦登記事項証明書

◦住宅が賃借物件である場合の転貸の承諾書

◦住宅が区分所有建物である場合には規約の写し（規約に住宅宿泊事業に関
して定めがない場合は管理組合に禁止する意思がないことを確認したこと
を証する書類）



平面図の一例



添付書類（想定）

❷欠格事由に該当しないことの誓約書

必要な書類は、自治体ごとに異なる場合がありますので、事前に届出先
の自治体に確認が必要です。

民泊新法では事業を行う届出住宅ごとに届出が必要

※ホスト（所有者・事業者）ごとではありません。


